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１．はじめに 

2021 年に策定された無電柱化推進計画 1)により，良

好な景観形成や安全で快適な通行空間の確保，道路の

防災性の向上といった観点から無電柱化整備が進めら

れてきた．無電柱化には，資産価値の上昇や地域活性化

等の副次的効果も期待することができ，さらに日本の

自然災害リスクの高さに鑑みると，無電柱化の重要性

は一層高まっている．しかし，景観評価に関する研究論

文は一定の蓄積が進んでいるものの，防災に関する学

術的知見は不足している状況にある 2)． 

災害発生時の電柱倒壊は道路閉塞を引き起こし，避

難・救助活動の妨げとなる懸念がある．これに対し，無

電柱化推進計画において，避難路の確保という観点か

らの既設電柱の撤去については，検討の途に就いたと

いう状況である 3)． 

以上の認識の下，本研究では津波災害が懸念される

図-1 の石垣市市街地を対象に Malti Agent Simulation 

(MAS)を用いた津波避難シミュレーションを行う．島嶼

観光地であることに鑑み，住民と観光客の避難を想定

し，避難路の相対的重要性を示す．この結果を用いて，

優先的に無電柱化を進めるべき経路を明らかにするこ

とを目的とする．なお，本論文における無電柱化とは電

線地中化を意味している． 

２．対象地域とシミュレーションモデルの概要 

(1) 研究対象地域の概要 

本研究の対象地域である石垣市は，市街地や空港，リ

ゾートホテル等が津波浸水想定区域内に位置している

島嶼観光地である．新垣ら 4)は，約 8 割の住民と観光客

が津波浸水想定区域内に滞留していることを示し，災

害時には土地勘のない観光客も被災する恐れがあるこ

とから，住民による観光客への避難支援を行う必要が

あると指摘している． 

(2) 津波避難シミュレーションモデルの概要 

本モデルでは交差点・避難場所をノード，道路をリン

クで表現し，住民と観光客が避難することを想定する．

住民は最寄りの避難場所まで海側とは反対方向に最短

経路で避難し，この時に観光客へ避難を促す声掛けを

行う．また 15 歳未満の住民は最も近い 15 歳以上の住

民に追従し，観光客は声掛けをする住民が半径 10m 以

内にいる場合のみ住民と一緒に避難することとする． 

また，住民及び観光客の分布は時間帯によって変わ

ることより，3 つの時間帯（夜，早朝：4 時台，昼：12

時台，夕方：19 時台）における避難を想定する．住民

の数と初期位置は国勢調査，経済センサスより設定し，

初期値の概要を表-1 に示す．避難開始時刻は既存調査

結果 5)を参考にして設定しており，観光客の数と初期位

置は携帯電話 GPS データより算出した交差点あたりの

観光客数から設定し移動速度は 0.67m/sとする．シミュ

 

図-1 研究対象地域 

表-1 住民の初期値の概要 
 15 歳未満 15 歳以上 65 歳未満 65 歳以上 

初

期

位

置 

夜，

早朝 住宅 住宅，宿泊施設 
（ホテル従業員） 住宅 

昼 学校 勤務地 住宅 
夕方 住宅 住宅，勤務地 住宅 

移動速度 － 0.72m/s 0.67m/s 
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レーションの詳細は小谷ら 6)に示す通りである． 

３．無電柱化優先度の考え方 

ここでは，避難路の重要性は経路の通過人数を指標

として評価する．また，無電柱化の予算制約の代替案と

して，無電柱化を行う距離に制約を設ける．沖縄県無電

柱化推進計画 7)では 5年間で約 45kmを無電柱化するこ

とを目標としていることから，本研究ではこの値を市

町村数で除した 1km まで無電柱化できるものとする．

地中化距離制約下での評価を行い，時間帯毎に優先道

路を決定し，その重なりより避難路としての無電柱化

優先度が高い経路を示す． 

なお，対象地域内の電柱数を把握するため，2021 年

12 月 25 日と 26 日の 2 日間で調査を行った．対象地域

内の電柱数は計 2,922 本あった． 

４．避難路の重要性からみた経路の評価 

結果の一例として，12 時台における通過人数を図-2

に示す．一時避難ビル及び浸水想定区域外に隣接する

経路は通過人数が多く，特にユーグレナモール付近か

ら浸水想定区域外への経路は，相対的に避難路として

の重要性が高いと考えられる． 

3 つの時間帯における地中化距離制約下での無電柱

化優先道路を算出し，その重なりの度合いを図-3 に示

す．この結果，先述した重要性の高い経路の多くが対象

となった．ユーグレナモール付近は住民や観光客が多

く集中する地域であり，災害時における円滑な避難・救

助活動を行うためにも，避難路の確保という点でここ

は特に地中化すべき経路であると考える． 

５．おわりに 

本研究では，石垣市市街地を対象に津波避難シミュ

レーションにより，経路の通過人数という観点から避

難路の重要性について評価を行った．その結果，地中化

距離制約下における既設電柱の無電柱化優先道路を示

すことができた．本研究により，無電柱化整備戦略にお

ける優先度の計画手法の一つとして構築することがで

きたと考える．今後は，様々なパターンでシミュレーシ

ョンを行った場合に，どこの避難路が特に重要である

のかを明らかにする．さらに無電柱化を実施した場合

の避難完了率や，実施しなかった場合の避難時間をみ

ていくことで効果計測を行っていく． 
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図-2 12 時台における通過人数 

 

図-3 無電柱化優先道路の重なりの度合い 
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